
Ⅰ 予算額

区 分 令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

一 般 会 計 6,556.8 6,414.8 142.1 2.2 

特 別 会 計 2,007.9 2,112.7 ▲104.8 ▲5.0 

公 営 企 業 会 計 674.5 577.0 97.5 16.9 

（単位：億円、％）
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○ 予算編成と知事選挙の時期の関係から、骨格予算として編成

○ 宮崎再生などの本県の課題に継続的かつ重点的に取り組むため、年間を通して必要
となる経費を計上した「骨太な骨格予算」として編成

○ ６月補正予算において、宮崎再生の更なる加速化に要する経費等を追加計上予定

○ 多額の財政負担が見込まれる公共施設等の老朽化対策や国民スポーツ大会開催に
伴う経費などは、負担の平準化を図るため、計画的に予算計上

Ⅱ 予算編成の考え方
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○ 宮崎県総合計画（長期ビジョン）を踏まえながら、コロナ禍・物価高騰等からの再生・
復興など、優先度の高い施策を積極的に推進



Ⅲ 予算案の概要 （１）予算規模
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億円 当初予算規模の推移（一般会計） 6,979

※平成19、23、27年度及び令和元年度は６月補正後
※平成27年度の1,200億円は口蹄疫対策転貸債等償還金

○ 一般会計の予算規模は、貸付金や補助費等の増により、6,556.8億円（対前年度比142.1億円、2.2％増）、

平成14年度以来、21年ぶりに6,500億円台の規模

○ 平成13年度まで経済対策等の影響により増加した後、平成20年度までの７年間で1,200億円超の減少

○ 平成21年度から平成30年度までは、国の経済対策等もある中、ほぼ横ばい

○ 令和元年度に「防災・減災、国土強靱化対策」の追加等により、平成17年度以来6,000億円台に到達し、

令和３年度以降は、新型コロナ対策に伴い増加傾向

年 度 平成30 令和元 ２ ３ ４ ５

対 前 年 度 比 0.7 4.0 1.3 2.1 2.6 2.2

○一般会計当初予算の対前年度比の推移 （単位：％）
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〇 自主財源は、地方消費税など県税の増等により、2,754.9億円、比率42.0％（前年度比1.8ポイント増）

〇 依存財源は、県債の減等により、3,801.9億円、比率58.0％（前年度比1.8ポイント減）

区 分 令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算

対前年度
増減額

対前年度
増減率

自 主 財 源 2,754.9 2,578.7 176.2 6.8 

依 存 財 源 3,801.9 3,836.1 ▲34.2 ▲0.9 

歳 入 合 計 6,556.8 6,414.8 ▲142.1 2.2 

（単位：億円、％）

Ⅲ 予算案の概要 （２）歳入予算の特徴
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Ⅲ 予算案の概要 （２）歳入予算の特徴 ①自主財源

区 分
令和５年度 令和４年度 対前年度

増 減 額
対前年度
増 減 率当初予算 構成比 当初予算 構成比

自 主 財 源 2,754.9 42.0 2,578.7 40.2 176.2 6.8 

県 税 1,067.5 16.3 1,048.4 16.3 19.1 1.8

地 方 消 費 税 清 算 金 569.5 8.7 511.4 8.0 58.1 11.4 

分 担 金 及 び 負 担 金 18.5 0.3 17.8 0.3 0.7 4.0

使 用 料 及 び 手 数 料 93.9 1.4 98.8 1.5 ▲4.9 ▲4.9

財 産 収 入 9.7 0.1 8.9 0.1 0.8 9.4

寄 附 金 3.6 0.1 3.6 0.1 ▲0.0 ▲0.7 

繰 入 金 363.8 5.5 372.1 5.8 ▲8.3 ▲2.2 

( う ち 財 政 関 係 ２ 基 金 ) (243.2) (3.7) (252.6) (3.9) (▲9.4) (▲3.7)

繰 越 金 0 0.0 0 0.0 0 -

諸 収 入 628.4 9.6 517.8 8.1 110.7 21.4 

年 度 平成30 令和元 ２ ３ ４ ５

自 主 財 源 比 率 40.3 38.3 38.9 38.8 40.2 42.0

○自主財源比率の推移（当初予算ベース） （単位：％）

○ 県税は、地方消費税や個人県民税の増等により、1,067.5億円（対前年度比19.1億円、1.8％増）

○ 地方消費税清算金は、地方消費税の増により、569.5億円（対前年度比58.1億円、11.4％増）

○ 繰入金は、基金からの繰入れの減により､363.8億円（対前年度比8.3億円、2.2％減）

○ 諸収入は、中小企業融資制度貸付金元利収入の増等により､628.4億円（対前年度比110.7億円、21.4％増）

○自主財源の状況 （単位：億円、％）
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※ 令和３年度、令和４年度は、地方交付税の再算定や県税収入の増等に伴い基金残高が増。地方交付税については、令和４年度から令和６年度
までの間、毎年度30億円～40億円程度、減額精算される見込み

年 度 平成30 令和元 ２ ３ ４ 5

県 税 伸 び 率 3.3 1.2 ▲1.1 ▲3.6 9.8 1.8

年 度 平成30 令和元 ２ ３ ４ 5

基 金 残 高 445 440 440 587 565 323

○県税伸び率の推移（当初予算ベース） （単位：％）

○財政関係２基金残高の推移（各年度末） （単位：億円）

Ⅲ 予算案の概要 （２）歳入予算の特徴 ①自主財源

※ 令和３年度までは決算額、令和４年度は２月補正後、令和５年度は当初予算編成後の見込額
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区 分
令和５年度 令和４年度 対前年度

増 減 額
対前年度
増 減 率当初予算 構成比 当初予算 構成比

依 存 財 源 3,801.9 58.0 3,836.1 59.8 ▲34.2 ▲0.9

地 方 譲 与 税 206.1 3.1 202.3 3.2 3.8 1.9

（ 特 別 法 人 事 業 譲 与 税 ） 181.5 (2.8) 178.3 (2.8) 3.2 1.8

地 方 特 例 交 付 金 6.2 0.1 6.5 0.1 ▲0.3 ▲5.2

地 方 交 付 税 1,890.5 28.8 1,849.8 28.8 40.7 2.2

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 4.0 0.1 5.0 0.1 ▲1.0 ▲20.2

国 庫 支 出 金 1,241.2 18.9 1,233.6 19.2 7.5 0.6

県 債 454.0 6.9 538.9 8.4 ▲84.9 ▲15.8

（ 臨 時 財 政 対 策 債 除 く ） 424.3 (6.5) 450.7 (7.0) ▲26.4 ▲5.9

（ 臨 時 財 政 対 策 債 ） 29.7 (0.5) 88.2 (1.4) ▲58.5 ▲66.3

○ 地方譲与税は、特別法人事業譲与税の増等により、206.1億円（対前年度比3.8億円、1.9％増）

○ 地方交付税は、前年度を上回る1,890.5億円（対前年度比40.7億円、2.2％増）

地方交付税の代替財源である臨時財政対策債は､前年度を下回る29.7億円（対前年度比58.5億円､66.3％減）

地方交付税と臨時財政対策債の合計額は、地方税収等の増に伴う財源不足額の減により、1,920.2億円(対

前年度比17.8億円、0.9％減）

○ 県債は、臨時財政対策債の減等により、454.0億円（対前年度比84.9億円、15.8％減）

臨時財政対策債を除く県債は､424.3億円(対前年度比26.4億円、5.9％減）

○依存財源の状況 （単位：億円、％）

Ⅲ 予算案の概要 （２）歳入予算の特徴 ②依存財源
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区 分 令和５年度 令和４年度 対前年度増減額 対前年度増減率

地 方 交 付 税 1,890.5 1,849.8 40.7 2.2

臨時財政対策債 29.7 88.2 ▲58.5 ▲66.3

合 計 1,920.2 1,938.0 ▲17.8 ▲0.9

区 分 令和５年度 令和４年度 対前年度増減額 対前年度増減率

県 債 発 行 額 454.0 679.0 ▲225.0 ▲33.1

(臨時財政対策債除く） (424.3) (630.6) (▲206.3) (▲32.7)

県 債 残 高 8,280.1 8,511.0 ▲230.9 ▲2.7

(臨時財政対策債除く） (5,252.3) (5,249.3) (3.1) (0.1)

区 分 平成30 令和元 ２ ３ ４ 5

県 債 依 存 度 11.1 12.0 11.5 10.9 8.4 6.9

(臨時財政対策債除く） (7.0) (9.1) (8.6) (6.1) (7.0) (6.5)

○地方交付税及び臨時財政対策債の状況 （単位：億円、％）

○県債の状況 （単位：億円、％）

○県債依存度の推移（当初予算ベース） （単位：％）

※令和５年度は当初予算編成後、令和４年度は２月補正後の年度末見込額

Ⅲ 予算案の概要 （２）歳入予算の特徴 ②依存財源
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県債残高(億円)県債発行額(億円)

県債発行額および県債残高の推移

臨財債除く発行 臨時財政対策債発行 口蹄疫対策転貸債等
県債残高 臨財債除く

※ 口蹄疫対策転貸債等：口蹄疫復興対策を実施する財団法人が､その運用益で事業を実施できるよう､元本として貸し付けた県債
※ 令和３年度までは決算額､令和４年度は２月補正後､令和５年度は当初予算編成後見込額

○ 令和５年度末の県債残高見込みは、8,280.1億円（対前年度末（見込み）比230.9億円、2.7％減）

○ 臨時財政対策債を除く県債残高見込みは、5,252.3億円（対前年度末（見込み）比3.1億円、0.1％増）

Ⅲ 予算案の概要 （２）歳入予算の特徴 ②依存財源
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○款別の状況 （単位：億円、％）

区 分 令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

議 会 費 11.2 11.7 ▲0.5 ▲4.6 

総 務 費 403.8 366.2 37.6 10.3 

民 生 費 982.3 961.3 21.0 2.2 

衛 生 費 537.7 467.4 70.3 15.0 

労 働 費 15.4 16.1 ▲0.7 ▲4.2 

農 林 水 産 業 費 520.0 555.8 ▲35.8 ▲6.4 

商 工 費 608.6 506.2 102.4 20.2 

土 木 費 582.1 644.8 ▲62.6 ▲9.7 

警 察 費 278.0 271.3 6.7 2.5 

教 育 費 1,149.4 1,177.4 ▲28.0 ▲2.4 

災 害 復 旧 費 186.7 153.8 33.0 21.4 

公 債 費 754.1 800.2 ▲46.1 ▲5.8 

諸 支 出 金 526.6 481.8 44.8 9.3 

予 備 費 1.0 1.0 0.0 0.0 

歳 出 合 計 6,556.8 6,414.8 142.1 2.2 

○ 総務費は、退職手当基金積立金（31.9億円）の増等により、対前年度比10.3％の増

○ 衛生費は、新型コロナウイルス緊急対策費（288.7億円）の増等により、対前年度比15.0％の増

○ 商工費は、中小企業金融対策費（543.0億円）の増等により、20.2％の増

Ⅲ 予算案の概要 （３）歳出予算の特徴 ①款別の状況
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○性質別の状況 （単位：億円、％）

区 分 令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

義 務 的 経 費 2,339.2 2,421.8 ▲82.6 ▲3.4 

人 件 費 1,452.3 1,496.8 ▲44.4 ▲3.0 

扶 助 費 169.0 155.4 13.6 8.8 

公 債 費 717.8 769.7 ▲51.8 ▲6.7 

投 資 的 経 費 1,156.2 1,162.3 ▲6.0 ▲0.5 

普 通 建 設 事 業 費 969.5 1,008.5 ▲39.0 ▲3.9 

（ う ち 補 助 ） (649.9) (654.7) (▲4.8) (▲0.7)

（ う ち 単 独 ） (241.4) (281.9) (▲40.6) (▲14.4)

（ う ち 直 轄 ） (78.3) (71.9) (6.4) (8.9)

災 害 復 旧 事 業 費 186.7 153.8 33.0 21.4 

その他一般行政経費 3,061.4 2,830.7 230.7 8.2 

歳 出 合 計 6,556.8 6,414.8 142.1 2.2 

※ 普通建設事業費の補助、単独には、それぞれ受託事業を含む

○ 義務的経費は、人件費及び公債費の減等により、2,339.2億円、比率35.7％（対前年度比3.4％減）

○ 投資的経費は、県単独の補助事業費の減等により、1,156.2億円、比率17.6％（対前年度比0.5％減）

○ その他一般行政経費は、積立金､貸付金､物件費等の増等により、3,061.4億円、比率46.7％（対前年度比

8.2％増）

Ⅲ 予算案の概要 （３）歳出予算の特徴 ②性質別の状況
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社会保障関係費（一般財源ベース）

その他 後期高齢者医療制度 介護保険制度 国民健康保険制度 一般財源総額

※ いずれも各年度の当初予算額、ただし、平成27年度,令和元年度は６月補正後の予算額

〇 消費税及び地方消費税の引上げ分は、地方税法等に基づき、年金、医療及び介護の社会保障給付並びに

子ども・子育て支援、その他社会保障施策に要する経費に充当

〇 引上げ分の地方消費税収156.1億円に対し、社会保障関係費(一般財源ベース)は、975.6億円

歳入
引上げ分の地方消費税収

156.1億円

歳出
社会保障関係費

（一般財源ベース）

975.6億円

（単位：億円）

事 項 予算額 うち一
般財源 事 項 予算額 うち一

般財源

後期高齢者医療制度 175.0 173.8 地域子ども・子育て支援事業費 17.8 17.8

介護保険制度 184.1 183.1 教育・保育給付費 120.6 120.5

国民健康保険制度 118.8 118.8 児童保護費 32.2 15.9

医療介護総合確保基金事業費 52.7 17.6 児童手当県負担金 25.9 25.9

指定難病医療費 17.4 8.8 子ども・子育て支援 計 196.5 180.1

小児慢性特定疾病医療費 2.6 1.3 その他の社会保障に要する経費 374.2 292.3

医療・介護 計 550.6 503.3 合 計 1,121.3 975.6

863 881841824
952 976

753
898 937 948

Ⅲ 予算案の概要 （３）歳出予算の特徴 ③社会保障関係費の状況
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Ⅳ 一般会計以外の予算 （１）特別会計

（単位：百万円、％）

会 計 名 令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

開 発 事 業 特 別 資 金 20.0 28.0 ▲8.0 ▲28.6 

公 債 管 理 77,989.1 82,887.8 ▲4,898.7 ▲5.9 

国 民 健 康 保 険 113,499.7 116,458.4 ▲2,958.7 ▲2.5 

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 302.1 299.7 2.4 0.8 

山 林 基 本 財 産 125.3 140.3 ▲15.0 ▲10.7 

拡 大 造 林 事 業 208.8 214.7 ▲5.9 ▲2.7 

林 業 改 善 資 金 901.8 902.9 ▲1.0 ▲0.1 

小 規 模 企 業 者 等 設 備 導 入 資 金 686.7 4,389.8 ▲3,703.1 ▲84.4 

えびの高原スポーツレクリエーション施設 4.9 45.3 ▲40.4 ▲89.3 

県 営 国 民 宿 舎 34.4 16.9 17.6 104.0 

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 216.2 267.6 ▲51.5 ▲19.2 

公 共 用 地 取 得 事 業 615.0 567.3 47.7 8.4 

港 湾 整 備 事 業 1,500.1 1,224.8 275.3 22.5 

県 立 学 校 実 習 事 業 236.6 238.0 ▲1.4 ▲0.6 

育 英 資 金 4,449.8 3,588.8 861.0 24.0 

合 計 200,790.5 211,270.4 ▲10,479.9 ▲5.0 

○ 公債管理特別会計は、借換債の減等により、779億8,900万円（対前年度比48億9,900万円、5.9％減）

○ 小規模企業者等設備導入資金特別会計は、高度化資金貸付の減により、6億8,700万円（対前年度比

37億300万円、84.4％減）
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Ⅳ 一般会計以外の予算 （２）公営企業会計

（単位：百万円、％）

会 計 名 令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

電 気 事 業 11,735.3 8,213.4 3,521.9 42.9 

工 業 用 水 道 事 業 553.6 507.3 46.3 9.1 

地 域 振 興 事 業 39.7 35.9 3.7 10.4 

県 立 病 院 事 業 55,117.7 48,938.6 6,179.1 12.6 

合 計 67,446.3 57,695.3 9,751.0 16.9 

○ 電気事業会計は、建設改良費の増等により、117億3,500万円（対前年度比35億2,200万円、42.9％増）

○ 工業用水道事業会計は、建設改良費の増等により、5億5,400万円（対前年度比4,600万円、9.1％増）

○ 地域振興事業会計は、委託費の増等により、3,970万円（対前年度比370万円、10.4％増）

○ 県立病院事業会計は、宮崎病院の旧施設解体に伴う資産減耗の増等により､551億1,800万円（対前年度比

61億7,900万円、12.6％増）
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Ⅴ 参考 （１）国の予算

（単位：億円、％）

区 分 令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算

対前年度
増 減 率

一 般 会 計 1,143,812 1,075,964 6.3 

歳 入
の う ち

税 収 694,400 652,350 6.4 

公 債 金 356,230 369,260 ▲3.5

歳 出
の う ち

社 会 保 障 関 係 費 368,889 362,735 1.7

公 共 事 業 関 係 費 60,600 60,574 0.0 

地 方 交 付 税 交 付 金 等 163,992 158,825 3.3

○ 歴史の転換期を前に、我が国が直面する内外の重要課題に対して道筋をつけ、未来を切り拓くための予

算として編成され、防衛関係費がこれまでの水準を大きく上回るなど、一般会計歳出は114兆3,812億円、

対前年度比6.3％増

○ 社会保障関係費は､実質的な伸びを高齢化による増加分におさめるという方針を達成しつつ､妊娠時から

出産・子育てまで一貫した伴走型相談支援の実施など、36兆8,889億円、対前年度比1.7％増
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区 分 令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算

対前年度
増 減 率

通 常 収 支 分 920,400 905,918 1.6 

歳 入
の う ち

一 般 財 源 総 額
（水準超経費 を除 く交付団体ベース ） 621,635 620,135 0.2 

地 方 交 付 税 183,611 180,538 1.7

臨 時 財 政 対 策 債 9,946 17,805 ▲44.1

（ 地 方 交 付 税 ＋ 臨 時 財 政 対 策 債 ） (193,557) (198,343) (▲2.4)

歳 出
の う ち

地 方 一 般 歳 出 764,800 758,761 0.8 

給 与 関 係 経 費 199,100 199,644 ▲0.3

一 般 行 政 経 費 420,800 414,433 1.5

投 資 的 経 費 119,700 119,785 ▲0.0

（単位：億円、％）

○ 地方交付税等の一般財源総額は、水準超経費を除く交付団体ベースで前年度を1,500億円上回る62兆

1,635億円、対前年度比0.2％増

○ 地方交付税の総額は、前年度を3,073億円上回る18兆3,611億円、対前年度比1.7％増

○ 臨時財政対策債は、7,859億円、対前年度比44.1％減

Ⅴ 参考 （２）地方財政計画
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Ⅵ 予算案のポイント
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